
□ □ □ □ □ □ □

戸 ha

㎥

㎥

円 円 円 円 円 円

別記様式１号

令和 年度新潟県農林水産業総合振興事業共通計画書
種目 細目 内容

市町村名 地区名 事業実施 年度 目標 年度

地域区分 一般 中山間 導入区分 推進費等 機械整備 施設整備 基盤整備 リース

事業主体
(借受者)
の概要

事業主体 名称 所在地

借受者
（リース
の場合の
み記載）

名称 所在地

区分

□認定新規就農者  □認定新規就農者が家族構成員として就農する1戸1法人　□認定農業者
□農地所有適格法人　□農業法人　□漁業法人　□農林漁業者等の組織する団体
□全国農業協同組合連合会新潟県本部　□農業協同組合　□農業共済組合　□漁業協同組合連合会
□漁業協同組合　□第３セクター □森林組合　□生産森林組合　□認定事業主　□育成経営体　□その他

農林漁家戸数 受益(経営)面積 代表者

認定年月日 （注１） 担い手の位置づけ （注２） 中心的認定農業者 　　（注３）

目的・
必要性

事業効果

地区の概要

農家数（戸） 耕地等面積（ha）

主業 準主業 副業的 合計 水田 普通畑 樹園地 その他

（木造施設の場合）

うち県産材

木材使用量

施行箇所・設置箇所 計
【          】

事業
の概
要

事業内容 構造・規模・能力 数量 事業費（円） 補助率 県補助金（円）

負担
区分

事業費 国費 県費 市町村費 その他 融資
計画

借入金額 資金の名称

注４）国補併用の場合は、【　】内に国費活用額を記入すること

関連
事業

注１）事業主体（借受者）の認定日を記入する。農業者等の組織する団体の場合は中心となる認定農業者等の認定日を記入する。

注２）農業者等の組織する団体の場合は、中心となる農業者の｢地域計画｣における担い手としての位置づけを確認し、有無を記載
する。

注３）事業主体が農業者の組織する団体の場合は、中心となる認定農業者等の氏名を記載する。（法人等の場合は記入不要）

機械
施設
等の
整備
状況

機械・施設名 構造・規模・能力 数　量 導入年度・事業名 備　考
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項目 添付書類

全メニュー
共　通

□

□個別表（別記様式２号～34号：該当メニューのもの）
□計画位置図
□事業費積算内訳書（共通添付１）
□利用計画表      （共通添付２）
□収支計画書      （共通添付３）
□納税対応が確認できる書類
□機械等整備計画
【組織等の場合】
　□管理運営規程
　□規約（定款）（農協等は除く）
　□構成員名簿  （農協等は除く）
　□事業実施の合意が確認できる書類（議事録等）

推進費 □
□事業費の積算内訳が分かる資料
□見積書

施設整備 □

□図面
□施設規模決定根拠
□建設予定地所有者との同意が確認できる書類（賃貸借契約書等）
□設計書、見積書
□機械・施設等の導入経緯（共通添付５）

機械整備 □

□農業機械における補助対象事業費積算内訳書（共通添付１－２）
□導入機械能力算出基礎表（共通添付４）
□機械・施設等の導入経緯（共通添付５）
□格納場所の土地所有者との同意が確認できる書類（賃貸借契約書等）
□カタログ
□概算事業費算定用見積依頼書（様式11号）
□概算事業費決定見積書

リース □
□リース契約見積依頼書
□リース契約書（案）

基盤整備 □

□ほ場所有者、地番、面積等一覧
□土地所有者等の同意書
□受益図
□現況写真
□設計書、見積書
□工事平面図、立面図（構造図）、配置図、標準断面図等

農地所有適格法
人育成促進／農
地所有適格法人
経営発展支援
(別記様式２号)

□

□法人収支計画書（共通添付３－２）
□経営改善計画書の写し
【規模拡大の場合】
　□規模拡大の内訳（委託者別面積等）が確認できる資料
【６次産業化の場合】
　□６次産業化計画
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【地域営農再編・強化の場合】
　□地域営農再編・強化計画（参考様式１）
【就業環境整備の場合】
　□雇用契約書等
　□売上の増加に向けた取組が分かる書類（任意）

別記様式１号の２
令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業共通計画書の添付資料

以下、該当する種目・細目で必要とする項目を添付すること
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農地所有適格法
人育成促進／農
地所有適格法人
設立支援
(別記様式３号)

□

□法人設立（もしくは年度内に法人化すること）が確認できる資料
□法人収支計画書（共通添付３－２）
□経営改善計画書の写し
【農業者等の組織する団体の場合】
　□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)
【規模拡大の場合】
　□規模拡大の内訳（委託者別面積等）が確認できる資料
【６次産業化の場合】
　□６次産業化計画
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【就業環境整備の場合】
　□雇用契約書等
　□売上の増加に向けた取組が分かる書類（任意）

新規就農者育成
促進
(別記様式４号)

□

□青年等就農計画写
□意見書
□経営の収支が確認できる書類（決算書の写等）
□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)
□地域サポート計画
【多角化の場合】
　□多角化にかかる計画書（生産計画、販売計画等）

「新潟米」体質
強化促進
(別記様式５号)

□

□経営改善計画書の写
□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)
□地区の品種構成適正化行動計画（任意様式）
【コスト低減】

　□コスト低減計画（参考様式２）
　□コスト計算の根拠資料（任意様式）
【食味・品質等確保】
　□新潟米食味・品質基準ガイドラインに基づく地区産米の品質向上及び区分集荷・販売実施計画
　　（参考様式３）
　□特色ある米生産販売拡大計画（参考様式４）
　□特色ある米等の生産者（構成員）別内訳表（任意様式）

優良種子生産体
制整備支援
(別記様式６号)

□

□種子場生産体制効率化等計画（参考様式５）
□経営改善計画書の写し
【農業者等の組織する団体の場合】
　□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)

大豆・そば・麦
生産促進
(別記様式７号)

□

□経営改善計画書の写
□水田収益力強化ビジョン等の対象作物の位置づけが確認できる頁
【農業者等の組織する団体の場合】
　□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)

園芸生産促進
(別記様式８号)

□

□経営改善計画書の写し
□地域園芸振興プラン（対象品目、産地化計画、生産販売計画が確認できる頁）
□受益者名簿（団体の場合）
【農業者等の組織する団体の場合】
　□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)
【推進事業の場合】
 □園芸生産促進（推進事業）〔技術導入、新品目・新品種導入〕（参考様式６）

畜産振興促進
(別記様式９号)

□

□経営改善計画書の写し
□水田収益力強化ビジョン等（表紙、事業の位置づけが確認できる頁等）
□組織図
【1戸1法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【農業者等の組織する団体の場合　】
　□認定農業者認定年月日一覧
【大家畜に係る事業の場合】
　□飼料自給率向上計画（参考様式７）
【事業の一部を委託する場合】
　□委託契約書案
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環境保全促進／
水田土壌保全対
策支援
(別記様式10号)

□

□経営改善計画書の写
□採択基準に規定する地域であることを確認できる資料（受益区域の図面を添付）
【借受者が個人の認定農業者の場合】
　□エコファーマー認定証又は「環境と調和のとれた食料システムの確立のための
　　環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」に基づく環境負荷低減事業活動
　　実施計画に係る認定（にいがたエコファーマー認定）通知書の写し

環境保全促進／
畜産環境美化支
援
(別記様式11号)

□

□経営改善計画書の写し
□組織図
【1戸1法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【農業者等の組織する団体の場合】
　□認定農業者認定年月日一覧
【推進事業の場合】
　□美化整備方針（様式任意）

加工・直売促進
(別記様式12号)

□
□食品製造業営業許可書の写し
（「加工施設等整備」及び「地域食材活用飲食施設、機械整備」）
□その他必要な許可書の写し（　　　　　　　　　　）

林業振興促進
(別記様式13号)

□ □利用計画（目標）の根拠資料

水産振興促進
漁村環境整備促
進

□

再生可能エネル
ギー利活用促進
(別記様式15号)

□

継続的農林業生
産体制整備促進
／小規模基盤整
備支援
(別記様式16号)

□

□事業効果イメージ図（参考様式８）
□受益図
□受益者名簿（受益者名簿＝構成員名簿の場合は不要）
□経営改善計画書の写し
□集落協定書（実施地区が要綱別記１(5)に該当する場合）
□やる気農家附表（やるき農家支援のみ）（別記様式21号）
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【農業者等の組織する団体の場合】
　□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)

継続的農林業生
産体制整備促進
／地域農林業生
産体制整備支援
(別記様式17号)

□

□事業効果イメージ図（参考様式８）
□受益図
□受益者名簿
□経営改善計画書の写し
□法人収支計画書（共通添付３－２）
□集落協定書（実施地区が要綱別記１(5)に該当する場合）
□やるき農家附表（やるき農家支援のみ）（別記様式21号）
□事業導入による生産組織の機械等の利用及び農作業の変化（参考様式９）
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【農業者等の組織する団体の場合】
　□地域計画等(地区名・担い手の位置づけが確認できる頁等)

地域資源型ビジ
ネス促進／多面
的機能増進活動
支援
(別記様式18号)

□

□事業効果イメージ図（参考様式８）
□受益者名簿（受益者名簿＝構成員名簿の場合は不要）
□法人収支計画書（共通添付３－２）
□集落協定書（実施地区が要綱別記１(5)に該当する場合）
□やるき農家附表（やるき農家支援のみ）（別記様式21号）
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【NPO法人の場合】
　□地域における活動実績
　□財産目録
　□前期事業実績・収支決算
　□当期事業計画・収支予算
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地域資源型ビジ
ネス促進／地域
資源活用支援
(別記様式19号)

□

□事業効果イメージ図（参考様式８）
□受益者名簿（受益者名簿＝構成員名簿の場合は不要）
□法人収支計画書（共通添付３－２）
□集落協定書（実施地区が要綱別記１(5)に該当する場合）
□やるき農家附表（やるき農家支援のみ）（別記様式22号）
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【NPO法人の場合】
　□地域における活動実績
　□財産目録
　□前期事業実績、収支決算
　□当期事業計画・収支予算

定住促進
(別記様式20号)

□
□受益者名簿（受益者名簿＝構成員名簿の場合は不要）
□事業効果イメージ図（参考様式８）
□法人収支計画書（共通添付３－２）

やるき農家附表
(別記様式21号)

□

 
□「申請者の位置付け」欄に該当する計画書または協定書の写し
□新潟県特別栽培農産物認証要綱第９のⅠの規定に基づく生産登録の写し
　 またはＪＡＳ法に基づく有機農産物等の検査認証制度に基づいて発行された認定書の写し
  （「取組内容」欄で認証農産物栽培に該当する場合のみ）

ふれあい・グ
リーン・ツーリ
ズム促進
(別記様式22号)

□

【多目的施設整備の場合】
　□受益者の同意書
　□農林漁家率の算定に係る根拠資料
【事業主体がNPO法人の場合】
　□地域ｸﾞﾘｰﾝ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ構想（参考様式10）
　□地域における活動実績
　□財産目録
　□前期事業実績･収支決算
　□当期事業計画・収支予算

森林総合利用促
進

□ □利用計画（目標）の根拠資料

多角化・複合化
経営発展支援
(別記様式24号)

□

□法人収支計画書（共通添付３－２）
□経営改善計画書の写し
□雇用契約書等
□多角化・複合化にかかる計画書（生産計画、販売計画、原材料調達計画等）

多様な米づくり推
進総合支援
(別記様式25号)

□

□経営改善計画書（認定就農計画）の写し
□非主食用米多収穫・コスト低減実現計画（参考様式11）
□コスト計算の根拠資料（任意様式）
□規模拡大・作業受託の計画内容が確認できる書類
□園芸作物の導入計画（育苗ハウスを整備する場合）

鳥獣被害対策・
利活用促進（鳥
獣被害対策）
(別記様式26号)

□
□鳥獣による被害状況が確認できる書類
□被害防止計画

鳥獣被害対策・
利活用促進（鳥
獣肉利活用）
(別記様式27号)

□

□主な捕獲エリアにおける被害防止計画
□主な捕獲者の捕獲実績が確認できる書類
□鳥獣の捕獲・利活用・販売計画（参考様式12）
□食品製造業営業許可書の写し
□その他必要な許可書の写し（　　　　　　　　　　）

みどりの飼料作
物水田活用支援
(別記様式28号)

□
□経営改善計画書の写し
□飼料作物水田活用計画（参考様式13）
□水田収益力強化ビジョン等（表紙、事業の位置づけが確認できる頁等）

みどり園芸ス
マート産地形成
支援
(別記様式29号)

□
□地域園芸振興プラン（策定主体、品目が確認できる頁）
□受益者名簿

中山間地域ス
マート技術導入
支援
(別記様式30号)

□

□事業効果イメージ図（参考様式８）
□受益図
□受益者名簿
□集落協定書等(表紙､受益農地を管理する者の位置づけが確認できる頁)
□事業実施区域内の耕作面積がわかる資料（農家基本台帳等）

- 194 -



省エネルギー対
応農業生産条件
整備支援
(別記様式31号)

□

□直近の決算書又は青色申告書の写し
□燃油使用量、電気使用量、肥料費が確認できる書類（伝票、作業日誌等）
□対象となる面積、規模拡大の内訳（委託者別面積等）等が確認できる書類
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【認定農業者の場合】
　□経営改善計画書の写し
【認定新規就農者の場合】
　□青年等就農計画の写し

水産施設等省エ
ネルギー対策整
備支援
(別記様式32号)

□

環境保全型農業
支援
(別記様式33号)

□

【省力的な雑草管理】
　□農業者の畦畔管理に関する同意が確認できる書類
【土づくり、環境負荷軽減】
　□経営改善計画書（認定就農計画）の写し
　□エコファーマー認定証又は「環境と調和のとれた食料システムの確立のための
　　環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」に基づく環境負荷低減事業活動
　　実施計画に係る認定（にいがたエコファーマー認定）通知書の写し
【防除機導入】
　□市町村防除実施計画の写し
　□共同防除に資する防除機であることが確認できる書類

酪農省力化機械
の導入支援
(別記様式34号)

□

□経営改善計画書の写し
□水田収益力強化ビジョン等（表紙、事業の位置づけが確認できる頁等）
□省力化機械の導入計画兼飼料自給率向上計画（参考様式14）
□組織図
【３戸未満の法人の場合】
　□農業に常時従事する者を1名以上雇用していることが確認できる書類（雇用契約書等）
【認定農業者の場合】
　□経営改善計画書の写し
【認定新規就農者の場合】
　□青年等就農計画の写し
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戸

判断

項目

人 注１

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％

％ ％ ％

□

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 ％

単位 単位 単位 ％

単位 単位 単位 ％

単位 単位 単位 ％

単位 単位 単位 ％

単位 単位 単位 ％

差②-①

千円 千円 千円 千円

注２）「地域営農再編・強化」について
・「現状」「事業実施年」「目標年」欄は、事業主体の値又は連携に参画する組織等全員の合計値を記載すること。
・「コスト低減」の場合は、農作物の単位面積当たりの費用や単位収穫量当たりの費用など、単位当たりコストを記載すること。

・「自動化・省力化」の場合は、導入する機械・施設に関連する作業に係る10a当たりの労働時間を記載すること。

注３）「６次産業化」、「園芸等複合化」、「地域営農再編・強化」について
・「事業実施年」、「目標年」の間の各年分も計画値は別紙を用いて整理すること。（様式任意）

0

目標年②現状① 事業実施年

コスト低減率
(A-B)/A

販売額の増加率
(B-A)/A

労働時間の削減
(A-B)/A

現状 A 事業実施年 目標年 B

現状 A 事業実施年 目標年 B

現状 A 事業実施年 目標年 B

拡大面積
B-A

目標年 B事業実施年現状 A

現状項目

作付面積

生産量

売上割合

新規導入部門の売上割合

目標年項目

生産量

事業実施年現状

自作地

借入地

合　計

【作目等】

【作物等】

【作物等】

合　計

【作業名】

【作業名】

【作業名】

【作業名】

２年目
     年度 判断項目

３年目
     年度

４年目
     年度

拡大面積

Ｂ－Ａ

目標年
     年度

Ｂ

留意事項
・「うち過去2年以内の雇用」の欄には、前２年度以内の雇用人数を記載
・「新規雇用者」は、年度内の雇用について記載

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

注１

自動化・
省力化

作物・作業名

園
芸
等
複
合
化

作目・品目

地
域
営
農
再
編
・
強
化
 

(

注
２

)

農業経営相談所等の専門家からの助言等 経営診断又は経営計画の確認・助言等を受けている

導入する
機械・施
設の利用

計画

コスト低
減

目標年

項目 作目・品目

６次産業
化の取組
内容

原材料使
用割合

主な販売先

規
模
拡
大

経営面積

作付面積

作業受託

導入施
設・機械
に関する

自らが栽培等した農産物

６
次
産
業
化

項目
現状

     年度

Ａ

事業実施年
     年度

雇用の状
況

既雇用者 新規雇用者

うち過去2年以内の雇用 雇用予定人数 雇用予定時期

人 人 　年　月

販売額

売上割合

作物・作業名

注１

判断項目

判断項目

注１

注１

判断項目

注１

注１

仕入れた農産物

事業実施年

注１

判断項目

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

経営体等（事
業主体及び借
受者）の概要

６次産業化計画作成年月　年　月 　年　月経営改善計画認定年月

目標

営農類型

１　地域での役割（地域合意を踏まえて記載）

２　経営発展方向（複合化等の場合は販売方法等を含め記載）

別記様式２号

構成員等

細目 農地所有適格法人経営発展支援

市町村名

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 農地所有適格法人育成促進

 事業主体又は借受者名

内容 □規模拡大　□６次産業化　□園芸等複合化　□地域営農再編・強化　□就業環境整備

人 常時従事者 人

年度現状 年度

注１

判断項目

注１

注１

注１

売上額

注１

機械等の種類

作物・作業名

注１

判断項目

注１

判断項目

注１

主な販売先

販売額の
向上
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地区名：（　　●●市○○地区・集落）
１　計画に参画する法人、組織等

（１）地区の現状

（２）課題

（３）将来像

※地域計画との関連性について、文中で記述してください。

※具体的な法人等の連携概要を記載し、法人連携以外の営農体制再編に向けた取組についても記載願います。

　法人連携の概要は、連携に参画する個々の法人等の役割、当該事業で導入する機械等の利用方法等を記載してください。

□ 生産コストの低減 □ 販売額の向上 □ 自動化・省力化

３　営農再編・強化に向けた取組内容

４　取組目標

※　生産コストの低減、販売額の向上、自動化・省力化による労働時間削減等に係る具体的な数値の内訳等を示した説明資料
　を添付すること。

２　地域営農の現状・課題・将来像

＜参考様式１＞

地域営農再編・強化計画

法人等名 代表者氏名 所在地
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５　イメージ図

※この図はあくまで一例です。法人等の連携概要と将来構想がわかる図を記載してください（様式、枚数は自由）

〈現状〉
・コロナ禍による米価低迷等により個人のリタイアが加速

地域の農家戸数 H28●戸 → R2●戸
地区内の耕地面積 H28●ha → R2●ha

・法人は規模拡大に限界感(施設、労働力不足、農地分散)
⇒農家のリタイア加速と受け皿がミスマッチ

⇒地域営農体制の維持が困難

〈持続可能な体制モデル〉
・農業法人連携推進事業による共同取組の合意形成
⇒２法人が地域農地の受け皿となる

⇒持続可能な営農体制を実現
地区内の耕地面積 R12 ●ha

Ａ法人

Ｂ法人

連

携

本事業を活用し
営農体制再編に必要な
機械・施設を導入

直進田植機、収量コンバインを導入

・作業を集約し、コスト低減や離農者の農地集積につなげる

☆田植・稲刈作業に係る10a当たりのコスト
R2（現状）●円/10a→R5（目標）●円/10a

農業用ドローンを共同利用

☆防除に係る単位面積当たりの労働

時間

R2（現状）●時間/10a →

R5（目標）●時間/10a

・連携により生じた余剰労働力を活用

して新規作物導入

担い手は
規模拡大が

困難

ほ場が分散 リタイア加速

受けきれ

ない
規模拡大

限界

耕作放棄

例1
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人

戸 人

人 人 戸 人

判断

項目

人 注１

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円

％ ％ ％

ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円 千円

注２）「６次産業化」、「園芸等複合化」について

・「事業実施年」、「目標年」の間の各年分も計画値は別紙を用いて整理すること。（様式任意）

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

経営面積

作付面積

作業受託

導入施設・機
械に関する作
業拡大

うち過去2年以内の雇用 雇用予定人数 雇用予定時期

人 人 　年　月

園
芸
等
複
合
化

規
模
拡
大

□規模拡大　□６次産業化　□園芸等複合化　□就業環境整備

経営体等（事
業主体及び借
受者）の概要

１　地域での役割（地域合意を踏まえて）

　年　月　日 常時従事者

雇用の状
況

既雇用者 新規雇用者

認定農業者数 常時従事予定者

内容

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 農地所有適格法人育成促進

　年　月　日 経営改善計画認定年月

２　経営発展方向（複合化等の場合は販売方法等を含め記載）

　年　月　日 組合員数

年度事業主体名又は借受者 現状 年度 目標

【作業名】

別記様式３号

法人参加予定組合員数

細目 農地所有適格法人設立支援

市町村名

法人設
立予定

設立総会（予定）日 　年　月　日 法人設立予定日

法人 設立総会日 　年　月　日 法人設立日

項目

現状 事業実施年 ２年目

注１

注１

６
次
産
業
化

項目 作目・品目 判断項目

６次産業
化の取組
内容

注１

原材料使
用割合

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１売上割合

目標年

注１

注１

注１

注１

作目・品目 判断項目

注１

注１生産量

売上割合

作付面積

生産量

売上割合

注１

留意事項
・「うち過去2年以内の雇用」の欄には、前２年度以内の雇用人数を記載
・「新規雇用者」は、年度内の雇用について記載

売上額
判断項目

注１

新規導入部門の売上割合

差②-①

0

目標年②事業実施年現状①

拡大面積目標年３年目

判断項目

４年目

年度

Ａ

     年度      年度      年度      年度      年度

Ｂ－ＡＢ

注１

注１

注１

注１

注１

注１

自作地

借入地

合　計

【作目等】

【作物等】

合　計

【作業名】

【作業名】

【作業名】

事業実施年現状項目

生産量

販売額

売上割合

生産量

販売額

項目 現状 事業実施年 目標年

自らが栽培等した農産物

仕入れた農産物

自らが栽培等した農産物

仕入れた農産物

主な販売先

作付面積

主な販売先
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年 月 日 年 月

（ 歳 ） 人

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

内 容

事 業 量

県補助金

事業費

市町村名 支援対象者又は借受者名 現状 年度

　
支
援
対
象
者
の
概
要

経
営
面
積

判断
項目

注1

別記様式４号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 新規就農者育成促進 補助区分

区分
現状 1年目 2年目

就農計画認定番号 就農計画認定年月日 就農計画変更認定年月日 就農形態

目標 年度

□補助　　□リース

細目

目標(5年目)

借入地

合　計

(　　年) (　　年)

4年目

生年月日 農業従事者

目標(5年目)

(　　　年)

3年目 判断
項目(　　　年) (　　年) (　　年) (　　年)

　
経
営
規
模
拡
大
等
計
画

自作地

(　　年)

現状 1年目

(　　　年)

　　　　　　　区分
作目名等 (　　年)

2年目 3年目 4年目

(　　　年)(　　年)

合　計

(作業機名、作業名、作目名等)

作業受託

導
入
機
械
等
作
業
面
積

　　年度計画（実績） 　　年度計画　　年度計画（実績）

※ 支援対象者の概要の経営規模拡大等計画及び導入機械等作業面積欄は、経営開始後１～５年後の計画を記載すること。

円 円 円 円

　
全
体
事
業
計
画

合計

円 円 円 円 円

円

　　年度計画（実績） 　　年度計画（実績）

注1
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年度

　

支
援
対
象
者
選
定
理
由

(市町村作成)

　

支
援
体
制

(市町村作成)

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

令和  年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 新規就農者育成促進

細目

市町村名 支援対象者又は借受者名 現状 年度 目標
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（ ） （ ） （ ） （ ）

ha ha ％ ％

ha ha a a

ha ha 戸 戸

ha ha

％ ％ 戸 戸

戸 戸

戸 戸

％ ％ ％ ％

点 点

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

ha ha

％ ％

円 円 円 円 円 円

ha ha ha ha ha ha

kg kg kg kg kg kg

t t t t t t

t t t t t t

千円 千円 千円 千円 千円 千円

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t
（ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

（ t） （ t） （ t） （ t） （ t） （ t）

t t t t t t
（ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

（ t） （ t） （ t） （ t） （ t） （ t）

t t t t t t
（ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

（ t） （ t） （ t） （ t） （ t） （ t）

t t t t t t
（ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

（ t） （ t） （ t） （ t） （ t） （ t）

t t t t t t
（ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

（ t） （ t） （ t） （ t） （ t） （ t）

t t t t t t
（ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

（ t） （ t） （ t） （ t） （ t） （ t）

t t t t t t
（ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％） （ ％）

（ t） （ t） （ t） （ t） （ t） （ t）

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％タンパク質含有率

整粒歩合

注１酒造好適米

注１もち米

注１その他うるち

コシヒカリ

注１

注１

新之助

出荷先、流通先
及び

産
米
の
１
等
級
比
率

産米全体

こしいぶき

注１

注１

注１

注１

 1等級比率 注１

販売額

出荷数量 注１

生産数量

【食味・
品質等確保】

区分 現状 事業実施年 ２年目 ３年目

直播における主な播種方式

注１

10a当たり生産量

４年目 目標年 判断項目

作付面積

直播比率Ｂ/Ａ

注１

【コスト低減】 直播面積Ｂ

10a又は60kg当たり米生産費

導入機械・施設利用面積 注１

合計Ａ

水稲作付面積

自作地

作業受託

地区の担い手

個別経営体

４年目 目標年 判断項目

組織

転作作物②

組
織
等
の
現
状
及
び
目
標

区分 現状 事業実施年 ２年目

担い手の地区内面積シェア④/② 測定農家割合

借入地

３年目

担い手の地区内面積シェア③/① 延べ構成員数

備考

ha ha お米通信簿
の取組（※
JAのみ記
載）

地区農家数

地区担い手の稲作部門面積③ 組織経営体

測定点数

組織

主な品目： 測定農家数

年度 目標 年度

地
区
の
現
状
及
び
目
標

区分
現状 目標年

区分
現状

市町村名 事業主体又は借受者名 現状

水田① 区画（a）

地区担い手の転作作物部門面積④

別記様式５号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 「新潟米」体質強化促進 細目

内容

整備率（％）

目標年

年度 年度 年度 年度

水田面積

水田面積
水田基盤
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t t t t t t

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

t t t t t t

％ ％ ％ ％ ％ ％

※

注１

区分実施方法

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

割合

そ
の
他

量

割合

量

注１

割合 注１

実施数量

※

注１

区分集
荷・販売
のうち高
付加価値
販売

集荷数量

割合

注１

主な
PB米
や特
別栽
培米
等

※
量

割合

そ
の
他

量

割合

量

注１

割合 注１

実施数量

※

注１

食味・品
質基準に
よる区分
販売

集荷数量

割合

注１

主な
PB米
や特
別栽
培米
等

※
量

割合

そ
の
他

量

割合

量

注１

割合 注１

実施数量

目標年
判断
項目

食味・品
質基準に
よる区分
集荷

集荷数量

コシヒカリの食味・品質基準による区分
集荷・保管等の計画
（※ブランド名等記入のこと）

現状 事業実施年 ２年目 ３年目 ４年目

注１

主な
PB米
や特
別栽
培米
等

※
量

割合
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（ 年 度 ） （ 年 度 ） （ 年 度 ）

注４） 本事業により低減が見られる費目について、「該当項目」欄に●を記載し、「内容」欄には、当該施設等
の整備によりどのようにコストが低減されるか、その具体的な内容を記載すること。

注５） 「削減額」欄には、現状から目標年度までの生産費の削減額（＝現状生産費－目標生産費）を、「うち該
当項目」欄には、●を記載した費目の削減額の合計を記載する。また、その右の構成欄には、それぞれ削
減率（現状生産費に対する削減額の割合）を記載すること。

注６） 別紙として計算根拠資料（任意様式）を添付すること。

注１） 組織において経理一元化でない場合は、代表的な担い手３名の生産費とその平均について、それぞれ別葉
に記載すること。

注２） 達成状況報告の際には、「実績」欄も記入する。
注３） 目標(*)欄は、地域の目標値等を記載すること。

目
標
(*)

計画名称

地域の目標値 （円）

計
画
又
は
実
績

〈参考〉
60kg当たり生産費
(10a生産費、収量で計
算）

- - -

労働時間 hr - hr - hr -

収　　量 kg - kg - kg -

うち該当項目

 削　減　額

生　産　費（費用合計－
副産物価額）

100%

副産物価額

費用合計
（物財費＋労働費）

100% 100%

労　働　費

生産管理費

農 機 具 費

建　物　費

物件税及び公課諸負担

賃借料及び料金

土地改良及び水利費

光熱動力費

農業薬剤費

種　苗　費

その他諸材料費

金額
（円）

構成
（％）

金額
（円）

構成
（％）

金額
（円）

構成
（％）

該当
項目

内容

物　財　費

コ　ス　ト　低　減　計　画

組織又は経営体（リース対象者）名： 事業実施年度

10
a
当
た
り
コ
ス
ト
の
低
減
計
画
又
は
実
績

費　目　等

計画時の現状 目　　　　標 実　　　　績

肥　料　費

本事業による効果

＜参考様式２＞
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・事業主体が法人等で、法人等としての目標を設定する場合は、地区の目標を踏まえた目標とすること。（地区の目標と
同じとする場合は、地区の目標を記載）

注３）・（１）については、お米通信簿の様式を添付すること。

・（２）については、２で設定した目標を達成するために取り組む内容（本事業で導入予定の施設・機械を活用方法や、
その他栽培改善（施肥方法の見直し等）について、具体的に記載すること。
　「高品質米づくりチェックリスト」等を活用する場合は、様式を添付すること。

注４）・区分集荷・保管及び販売を行う基準の設定内容（例：玄米タンパク含有率6.5％を超えたものを区分）を含め、取組内
容について記載すること。

注１）・実施地区における等級比率の状況等、品質の現状を記載すること。

・農地所有適格法人や認定農業者等（以下「法人等」という｡)が取り組む場合は、地区の状況に加え、法人等の状況を記
載すること。

注２）・実施地区において設定されている食味・品質向上目標（玄米タンパク含有率・１等級比率の目標等）を記載すること。
玄米タンパク含有率の目標がない場合は、以下を基準とすること。
　目標：６．５％以下（水分１５％換算）（なお、新之助は６．３％以下（同）とする。）

２　地区産米の食味・品質向上目標　注２）

３　目標達成のための取組　注３）

（１）食味・品質の分析調査（お米通信簿等）

（２）目標達成のための取組について

４　区分集荷・保管及び販売の取組　注４）

＜参考様式３＞

新潟米食味・品質基準ガイドラインに基づく
地区産米の品質向上及び区分集荷・販売実施計画

市町村・地区名

１　地区産米の品質の現状 　注１）
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４　特色ある米の流通販売計画

注１）「（実績）　→　現状　→　目標　→　計画　→　計画達成に向けた具体的な活動」を整理し、記載する。

※必要に応じ、表・グラフ等を挿入。

２　生産の拡大、製品化の目標、計画 ※必要に応じ、表・グラフを挿入

３　目標に向けた具体的な活動計画

＜参考様式４＞
特　色　あ　る　米　生　産　販　売　拡　大　計　画

市町村・地区名

１　特色ある米づくりの現状 ※実績があれば、過去の実績を記入。
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（ ） （ ） （ ） （ ）

戸 戸 戸 戸

戸 戸 戸 戸

戸 戸 戸 戸

戸 戸 戸 戸

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

％ ％ ％ ％

a a a a

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

hr hr hr hr

hr hr hr hr

hr hr hr hr

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

ps 台 ps 台 ps 台 ps 台

条 台 条 台 条 台 条 台

条 台 条 台 条 台 条 台

年度 年度 年度 年度
区分 判断項目

年度 年度

内容

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

※　稲、大麦、大豆のうち、該当する品目を判断項目とする。

目標

現状 事業実施年 ２年目 目標年

別記様式６号

事業主体又は借受者名市町村名

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 優良種子生産体制整備支援

現状

細目

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

種

子

場

の

現

状

及

び

目

標

専業

１兼

２兼

合計

畑

田

合計

大豆

大麦

稲

区画面積

整備率

（　）

稲

大麦

大豆

その他

乾燥調製施設

コンバイン

田植機

種子生産
10a当たり
労働時間

10a当たり
種子生産費

種子場の主要農業
機械・施設の装備
再編

大麦

稲

うち導入機械・施設利用面積

農家戸数

耕地面積

水田基盤

採種面積

種子生産量

正種子合格率

トラクター

育苗施設

大豆

大麦

稲

大豆

大麦

稲

大豆
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３　生産体制効率化等に向けた具体的な活動計画

１　種子場の現状

２　種子場の生産体制効率化等の目標

＜参考様式５＞
種　子　場　生　産　体　制　効　率　化　等　計　画

市町村・地区名
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戸 戸 戸 戸 戸

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

（ ） （ ） （ ） （ ）

ha ha ha ha

ha ha ha ha

kg/10a kg/10a kg/10a kg/10a

％ ％ ％ ％

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

ha ha ha ha

ha ha ha ha

kg/10a kg/10a kg/10a kg/10a

％ ％ ％ ％

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

ha ha ha ha

ha ha ha ha

kg/10a kg/10a kg/10a kg/10a

％ ％ ％ ％

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

別記様式７号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 大豆・そば・麦生産促進

内容

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

合計

市町村名 目標現状

農家数

注３

注３

経営面積

事
業
主
体
又
は
借
受
者
の
概
要

事業主体又は借受者名 年度

専業 １兼 ２兼

年度

特　徴　的　な　取　組

注１

注１

注１

注１

収量 注１

注１

注１

注１

注１

注１

目標年

注１

うち契約栽培面積 注１

注１

注１

収量

生産量

注１

品質（注２） 注１

事
業
対
象
作
物
生
産
実
績
及
び
計
画

畝立て播種面積率

注３）水稲、大豆、そば等作物名を記載すること。

対象作物の水田収益力強化ビジョン等での位置づけ(位置づけられている場合にチェック)　□

注３

経営面積

注１

出荷量

そ
ば

注２）「品質」は大豆・そばは１・２等、麦は１等を記載すること。

注１

1ha以上団地化率

作物名 区分

作業受託面積

利用権設定面積

経営面積

目標年２年目実施年現状

作業受託面積

利用権設定面積

利用権設定面積

作業受託面積

年度 年度 年度 年度
判断項目

注１

注１

品種
品
目

大
豆

麦
注１

注１

うち契約栽培面積 注１

収量

注１

作付面積

1ha以上団地化率

区分

畝立て播種面積率

作付面積

出荷量

畝立て播種面積率

1ha以上団地化率

出荷量

生産量

品質（注２）

品質（注２）

生産量

作付面積

うち契約栽培面積

現状 事業実施年 ２年目
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判断
項目

（ ） （ ） （ ） （ ）
判断項目

注１

注１

注１

事業実施年 ２年目 目標年

単位面積当たり費用

年度 年度 年度 年度

販売額

出荷量

生産量

単収

注１

区分

別記様式８号

事業主体又は借受者名

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目

市町村名

活動内容・方法 時期

園芸生産促進

内容  □推進事業　□施設整備　□機械整備

年度

面積

栽培農家数

規模

品目名

 実施地区の現状と課題

 課題を解決するための対応方針

取組内容

受益戸数

推進活動実施計画

注１

販売額

判断項目

被覆資材
の処理

＊施設の
導入のみ

使用済みプラスチックの処理体制

使用済みプラスチックの処理方法

対象品目

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。
注２）「推進費等」については、別記様式１号の２の「添付資料」によらず、必要な書類を添付すること。

 流通・販売体制強化

その他受益者県補助金 市町村費 団体

以
下
推
進
事
業
の
場
合
に
記
入

注１

注１

注１

効果測定項目 現状 事業実施年 ２年目 目標年

観光連携支援

 新品目・新品種導入

技術導入実証

合　計

事業費（千円）

 効率的生産体制づくり

現状 年度

導入機械・施設の利用面積

注１

事業費（千円）

目標

対象品目

使用被覆資材（被覆資材の種類）

目標 注１

現状

面積

単収

単位面積当たり費用

注１

注１

注１

注１

生産量

注１

単収 注１

注１

出荷量

栽培農家数

注１

面積 注１

販売額 注１

受益者に
おける対
象品目の
生産計画

注１

生産量

注１

単位面積当たり費用

注１

出荷量

注１

注１

栽培農家数
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技術等導入計画
＊実証ほ設置場所、時期、品種名、面積、数量、対象農家戸数、調査及び実証の内容・
方法、技術習得のための推進活動等について記載すること。

導入品目または技術等の内容

品目または技術導入の目的

＜参考様式６＞

対象品目 受益戸数

園芸生産促進（推進事業）〔技術導入、新品目・新品種導入〕
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（ ） （ ） （ ） （ ）年度 年度 年度

品目
(畜種・作物名等)

区分 判断項目

生産費

注１

目標年２年目事業実施年現状

頭数(面積)

生産量

注１

注１

単収

移植頭数 注１

牧場利用頭数 注１

注１

ＥＴ産子数

事
業
主
体
又
は
借
受
者
の
概
要

営
農
計
画

産子数 注１

産卵回数 注１

品質 注１

注１

年度

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

飼養衛生管理基準の達成

ＥＴ産子数

移植頭数

産卵回数

産子数

牧場利用頭数

生産費

品質

単収

生産量

頭数(面積)

別記様式９号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 畜産振興促進

内容

市町村名 事業主体又は借受者名 現状 年度 目標 年度

家
畜
飼
養
頭
数

乳用牛 肉用牛 養　豚 養　鶏 その他 その他特記事項

経産牛 繁殖牛 肥育牛 繁殖豚 肥育豚 採卵鶏 ブロイラー （　  ）

受益範囲

地区全体

注１

飼養衛生管理基準の達成 注１

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

注２）「推進費等」については、別記様式１号の２の「添付資料」によらず、必要な書類を添付すること。

受
精
卵
移
植
等
技
術
実
証
委
託

導入技術・作目名の内容

地域農業の概況と
導入作目（畜種）
・技術の選定理由

技術実証ほ等
設置計画

場　所 管理者 作目名（畜種） 面積（頭数）

調査項目及び方法

技術計画等
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（ ） － 〔 〕

事業主体名　：

＜参考様式７＞
飼　料　自　給　率　向　上　計　画

３　目標達成のための具体的な行動計画

１　自給飼料の生産及び利活用の現況 　※　過去の実績があれば記載

２　飼料自給率向上に向けた目標 　※　必要に応じて図、表を記載

取り組み手法： 内容
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（ ） （ ） （ ） （ ）

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

％ ％ ％ ％

水田土壌保全対策支援

内容

市町村名

区分
年度 年度 年度 年度

現状 事業実施年 ２年目 目標年

目標 年度

別記様式10号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 環境保全促進 細目

技術
等の
普及

技術指導計画

対象者・機関名 選定理由 実施者（所属、氏名） 啓発普及活動及び指導内容

技術講習会の開催

事業主体又は借受者名 現状 年度

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

実施期間 場所 参加予定人数・対象 内容講習会の名称 実施時期

注１

備考

ｶﾄﾞﾐｳ
ﾑ含有
米生
産防
止計
画に
つい
て

対象地区面積

うち導入機械利用面積

ｶﾄﾞﾐｳﾑ含有米生産防止計画実施面積

割合

判断項目

注１
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（ ） （ ） （ ） （ ）

備考
事業内容

（会議の開催、花木植栽
等）

事業量

年度
 品目(畜種・作物名等) 区分 判断項目

乳用牛 養　鶏 その他

ブロイラー （　  ）

年度 年度 年度

搬入量

堆肥生産量

事
業
計
画

地区名
畜　種

合計

事業費

堆肥生産量

稼働日数

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

営
農
計
画

肉用牛 養　豚

受益範囲

現状 事業実施年 ２年目

家
畜
飼
養
頭
数 地区全体

その他特記事項

経産牛 繁殖牛 肥育牛 繁殖豚

推
進
事
業

別記様式11号

現状 年度 目標

内容

年度

目標年

生産量

頭数

散布面積

散布量

処理量

稼働日数

肥育豚 採卵鶏

細目 畜産環境美化支援

市町村名

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 環境保全促進

事業主体又は借受者名

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

注１

処理量 注１

注１

搬入量 注１

散布面積 注１

散布量 注１

搬入量

注１

生産量 注１

頭数

事
業
主
体
又
は
借
受
者
の
概
要

頭数

散布面積

注１

稼働日数 注１

注１

堆肥生産量 注１

生産量 注１

処理量 注１

散布量 注１

注１
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（ ） （ ） （ ） （ ）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

戸 戸 戸 戸

戸 戸 戸 戸

戸 戸 戸 戸

戸 戸 戸 戸

％ ％ ％ ％

別記様式12号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 加工・直売促進 細目

内容 □販売拠点・販売促進機器等整備　□加工施設等整備　□地域食材活用飲食施設、機械整備

生産面積

注１

目標年 判断項目

※１ 注１

区分 判断項目

年度 目標

事業主体の概要 ※設立年月日

年度 年度 年度

年度市町村名 事業主体又は借受者名 現状

年度

※構成員    戸　　人 ※常時従事者数

現状 事業実施年 ２年目 目標年

　人

生産品名

販
売
計
画

販売量

合計

２年目

※１※１ ※１

注１

注１

※１

注１

注１

※３  市町村、全国農業協同組合連合会新潟県本部、新潟県森林組合連合会、新潟県漁業協同組合連合会、農業協同組合、
　    森林組合、漁業協同組合、第３セクター以外が記載。

※４ 「地場産農林水産物流通・販売促進」のみ記載すること。

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

※１ 「販売拠点・販売促進機器等整備」のみ記載すること。

※２ 「加工施設等整備」及び「地域食材活用飲食施設、機械整備」のみ記載すること。

注１

地場産農林水産物流
通・販売促進計画※４

PR等項目 PR等の内容（場所、部数、配布先等）

現状 事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

生
産
計
画

区分 生産品名 現状 事業実施年

注１

注１

注１

販売額

合計

合計

主な販売先

生産量
注１

合計 注１

注１

注１

※１ ※１ ※１ 注１

※１ ※１ ※１ ※１ 注１

※１ ※１ 注１

※１ ※１ ※１ ※１ 注１

※１ ※１ 注１

合計 注１

※１

※１ ※１

※１

※１

※１

単収

生産主体
※団体名を記

入する

生産戸数

※１

※１

※１

※１

合計

※１

原
材
料
使
用
計
画
※
２

原材料名 区分

 原材料使用割合（B/A）

 事業主体及び地域等の原材料使用量(B)

原材料使用量(A)

※１

※１

※１

※１ ※１

※１ ※１

※１

※１ ※１

合計

注１

※１ ※１ 注１

注１

※１

※１ ※１ 注１

※１ ※１

注１

注１

注１

 加工技術等の開発状況※３

 技術者の育成状況※３
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千円 千円

千円 千円

千円 千円

（ ） （ ） （ ） （ ）

％

千円 千円 千円 千円

％

千円 千円 千円 千円

％

千円 千円 千円 千円

％

千円 千円 千円 千円

日 日 日 日

日 日 日 日

日 日 日 日

林産物等の状況森林資源の現況

作業又は生産種別 項目

注１

注１

注１

注１

注１

作業量又は生産量

別記様式13号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 林業振興促進 細目

内容

市
町
村
等
の
概
要

ha m3

区分

生産量

市町村名 年度事業主体又は借受者名 現状 年度 目標

その他

注１

注１

規格・構造 必要数量 既設数量 計画数量

注１

注１

注１

注１

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

施設等の名称 導入事業名又は利用方法

※「事業の導入（稼働）計画」欄の施設等の名称は、事業の導入に関連する既存施設・機械及び導入事業名(導入年度)等を
記載し、新規に導入する施設等については利用方法を記載する。

目標年 判断項目

事
業
主
体
又
は
借
受
者
の
概
要

金額

作業量又は生産量

項目

作業量又は生産量

金額

事業実施年

年度

現状

金額

金額

作業量又は生産量

現状 事業実施年 ２年目

目標/現状年度年度

その他

 就労人員又は日数

 就労人員又は日数

 使用期間又は日数

 就労人員又は日数

 使用期間又は日数

事
業
導
入
に
係
る
利
用
（

稼
働
）

計
画
等

その他 注１

作業量又は生産量

作業量又は生産量

作業量又は生産量

 使用期間又は日数

２年目

※「市町村等の概要」欄は、市町村又は事業主体（又は借受者）が包括する区域の森林資源、林産物(特用林産物を含む)等
の生産を記載する。「計画」欄は、関係する県の基本計画数量と整合すること。

部門・施設名等

広葉樹
ha m3

金額

生産量

金額

目標年

年度

比率

計画（　年度）区分 面積 蓄積

針葉樹

現状（　年度）項目

m3ha
金額

生産量
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（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

※２

※２

項目

作業・労働時間の短縮・軽減化※1

生産量の増大

生産額の増大

※２

注１

注１

注１

注１

注１

別記様式14号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目
□　水産振興促進

内容

注１

現状 事業実施年 ２年目 目標年

年度 年度 年度 年度
判断項目

目
標
値
の
設
定

□　漁村環境整備促進

市町村名 事業主体 現状 目標年度 年度

受益内訳

計錦
鯉

食
用
鯉

ニ
ジ
マ
ス
類

養　殖

区分
底
曳
網

事業主体
内訳

計

サ
ケ
マ
ス
孵
化

放
流

釣
・
延
縄

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

※１　達成状況報告の数値には削減率を用いる（例．現状60分→目標30分　削減率50％）

※２　その他の項目については個々のケースに対応した数値を設定する

組
織
及
び
管
理
運
営
方
法

関
係
機
関
と
の
協
議
内
容

市
町
村
と
の
協
議
内

容
・
意
見

地
区
漁
業
の
経
営
対
数

大
型
定
置

採
貝

採
藻

そ
の
他

刺
網

その
他

海　面　漁　業 内水面漁協

養
殖

小
型
定
置
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（ ） （ ） （ ） （ ）

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

合計

注１原料バイオマス名

再生バイオマス名

未利用

利用

生産量

販売額

再生バイオマス名

％

原材料
使用割合

品目：

品目：

％ ％
自らが栽培等した農産物

仕入れた農産物

現状 事業実施年 ２年目 目標年 判断項目区分

％ ％ 注１

％ ％％

主な販売先

注１

販売額

注１

注１

貯蔵量（雪室等の場合） 注１

販売額

注１

貯蔵量（雪室等の場合） 注１

生産量

生産量

注１

注１

年度 年度 年度 年度

貯蔵量（雪室等の場合）

作目・品目 区分 判断項目

注１

現状 事業実施年 ２年目 目標年

現状

再生可能エネルギー名

再生可能エネルギー利活用効果

再生可能エネルギーの供給元

再生可能エネルギーの現在の利用状況

目標

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
活
用
し
た

生
産
・
貯
蔵
等
計
画

注１

注１

別記様式15号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 再生可能エネルギー利活用促進 細目

内容

年度年度

再生可能エネルギー利活用計画

市町村名 事業主体又は借受者名

バ
イ
オ
マ
ス
資
源
再
生
利
活
用
の
場
合

再生バイオマスの資源供給先

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

注１

原料バイオマス名

再生バイオマスの資源供給先

注１

注１

注１

注１合計

合計

注１

利用
状況
(利用
量)

注１

バ
イ
オ
マ
ス
利
活
用
計
画

発生
状況
(発生
量)

利用
状況
(利用
量)

地
区
内
発
生
バ
イ
オ
マ
ス
の
場
合

地
区
外
部
発
生
バ
イ
オ
マ
ス
の
場
合

供給
元名
(供給
量)

注１

合計

注１
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（ ） （ ） （ ） （ ）

戸 戸

戸 戸

戸 戸

戸 戸

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

％ ％ ％ ％

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

注１

注１

注１

注１

注１

区分 判断項目

整備水準等

整備年
施設規模
（ほ場数、延長・幅員等）
整備又は受益に係る
作付け面積 注１

整備年

整備水準等

整備又は受益に係る
作付け面積

施設規模
（ほ場数、延長・幅員等）

２年目 目標年 判断項目

注１

整備水準等

整備年
施設規模
（ほ場数、延長・幅員等）
整備又は受益に係る
作付け面積

土
地
基
盤
等
整
備
計
画

注１

整備項目 箇所名

経営面積

合計　A

その他

樹園地

普通畑

田

耕作放棄地面積　C

遊休農地割合 (B+C)÷(A+C)

うち不作付地　B

うち認定農業者数

合計

副業的

準主業

年度

年度 年度 年度 年度

事業実施年 ２年目 目標年

主業

農家数

受
益
範
囲
の
状
況

別記様式16号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 継続的農林業生産体制整備促進 細目 小規模基盤整備支援

内容

年度 目標市町村名 事業主体名 現状

注１

現状

地域指定等 　□ 振興山村　□ 過疎地域　□ 離島地域　□ 特定農山村地域　□ 直接支払協定農用地を主な受益　□ その他

事業類型 □地区支援　□やるき農家支援 直接支払制度実施集落名

受益組織名 （直接支払交付金からの充当額） （　　　　　　　　　　　　　　円）

現状 事業実施年

整備水準等

整備年
施設規模
（ほ場数、延長・幅員等）
整備又は受益に係る
作付け面積

区分

注３）「受益範囲の状況」欄は、「受益組織名」欄で記載した組織等の状況について記載する。

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

注２）「受益組織名」欄は、事業主体名（事業主体と管理主体が同一の場合）または管理主体名（事業主体と管理主体が異なる
　　　場合）を記載する。

判断
項目

ha ％

年

％

年

年

注１

％

年

耕
作
放
棄
地
等
活
用
整
備
計
画

整備項目 箇所名 整備面積
耕作放棄割合
と経過年数

現状と整備活用計画

％

％

年
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＜参考様式８＞

事　業　効　果　イ　メ　ー　ジ　図

※この図はあくまで一例です。地域における事業・事業主体の位置付け・関係性、事業の必要性・効果が分かる図を記載してください（様式、枚数は自由）

【○○地区の概要】

・（地理条件、営農形態等を簡潔に記載）

【現状】

・○○地区の耕作面積：＿ha

・H＿年に設立された《事業主体》が中心となって、

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿している。

・近年の事業実績等

〇年＿＿＿導入

〇年＿＿＿導入

【課題】

・近年、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿が課題

⇒現在の＿＿では、＿＿＿＿＿＿＿が困難
【直接効果】

・

・

・

【間接効果】

・

・

・

〈地域農業の現状と課題〉

＿＿＿＿

の導入

・＿＿＿＿＿＿＿により、《事業主体》を中心とした営農体制を再構築

・＿＿＿＿＿＿＿＿を目指す。

⇒＿＿＿＿＿＿＿により＿＿＿な＿＿＿を実現 （地域の目指す姿を具体的に記載）

〈将来像〉

他の担い手法

人

《事業主体》

R〇：＿ha

小規模農家

○○地区(  ha)

主要作業○○haを受託

主要作業連携

○○集落(  ha)

高齢農家等
中間管理を一部委託

高齢農家等

小規模農家

（集落の将来像 等）

（事業主体の将来像 等）
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戸

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

ha ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha ha

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

既
存

購
入

リ
ー

ス
計

t t t t t t

t t t t t t

別記様式17号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 継続的農林業生産体制整備促進 細目 地域農林業生産体制整備支援

内容

市町村名 事業主体名 現状 年度 目標 年度

地域指定等 　□ 振興山村　□ 過疎地域　□ 離島地域　□ 特定農山村地域　□ 直接支払協定農用地を主な受益　□ その他

事業類型 □地区支援  □やるき農家支援 直接支払制度実施集落名

うち認定
農業者数

オペレー
ター

経営面積（ｈａ）

計

受益組織名 （直接支払交付金からの充当額） （　　　　　　　　　　　　　　円）

受
益
範
囲
の
状
況

区分
その他

（家畜等）主業 準主業 副業的 計 田 普通畑 樹園地 その他 受託地

農家数（戸）

組
織
等
の
活
動

区分 営農規模（作物名・面積ｈａ） 生産量

現状

現状

目標

目標

２　経営発展方向（生産体制整備等の取り組みを含め記載）

構成員等
　　　　　常時従事者

人

対象面積

施設又は
機械の種類

事業実施年 ２年目 ３年目 ４年目

人

機械の種類

個人

共有所有
形態別
台数

区分

組織

合計

事業主体の概
要

※３戸未満の
農地所有適格
法人のみ記入

１　地域での役割

機
械
・
施
設
等
の
整
備
計
画

うち構成員 うち雇用者

人 人

注３）「受益範囲の状況」欄は、「受益組織名」欄で記載した組織等の状況について記載する。

判断
項目

注１

現状 事業実施年 ２年目 ３年目 ４年目 目標年

所有
形態別
台数

個人

共有

組織

合計

近隣同種施設との調整状況（施設のみ）  □調整済み　　□調整中（　　　　　　　　　　）　　□その他（　　　　）

事
業
推
進
体
制
図

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

注２）「受益組織名」欄は、事業主体名（事業主体と管理主体が同一の場合）または管理主体名（事業主体と管理主体が異なる
　　　場合）を記載する。

数量
注１

規模・処理量

対象面積 注１

区分

現状
判断
項目

数量

規模・処理量

目標年

注１
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（

）

＜参考様式９＞
事業導入による生産組織の機械等の利用及び農作業の変化

市町村名
事業主体名

(生産組織名)

組織作業
委　託

【組織名】

個別作業 組織作業

対象面積 (現状)　　　　　　　　　　ｈａ （目標）　　　ｈａ

営
農
形
態

現
状

 □個人(未組織)　　□機械協同利用組織【作業名：□主要三作業、(　         )】

委　託
【組織名】個別

導入
組織
導入

個別
導入

組織
導入

個別
導入

組織
導入

個別
導入

組織
導入

個別作業

目
標

 □個人(未組織)　　□機械協同利用組織【作業名：□主要三作業、(　         )】

 □協業組織　　　　□法人組織(□農地所有適格法人)　　□その他(                )

 □協業組織　　　　□法人組織(□農地所有適格法人)　　□その他(                )

代かき
【　　　】

　
稲
作

育苗

耕起

田植

乾燥調製

【　　　】

【　　　】

【　　　】【　　　】

【　　　】 【　　　】

稲刈り
【　　　】 【　　　】

【　　　】 【　　　】

【　　　】【　　　】

【　　　】 【　　　】

防除・中間管理

【　　　】【　　　】

【　　　】 【　　　】

【　　　】

そ
の
他

【　　　】

【　　　】

※　区分の上段：農作業実施方法（個人で作業、共同で作業）
　　　　　下段：使用する機械の導入由来（個人で導入、共同で導入）
※　その他：稲作以外で事業主体が行う作業を記入（大豆、そば、園芸作物等）

【　　　】

【　　　】

作
物
名

機
械
の
利
用
及
び
農
作
業
の
変
化

区
分

          面積
          (ａ)
農作
業名

現　状 目　標
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（ ） （ ） （ ） （ ）

戸 戸

戸 戸

戸 戸

戸 戸

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

％ ％ ％ ％

注１

注１

注１

その他

うち不作付地　B

注１

耕作放棄地面積　C

遊休農地割合 (B+C)÷(A+C)

合計　A

地域指定等 　□ 振興山村　□ 過疎地域　□ 離島地域　□ 特定農山村地域　□ 直接支払協定農用地を主な受益　□ その他

事業類型 □地区支援　□やるき農家支援 直接支払制度実施集落名

農家

年度 年度 年度 年度
区分 判断項目

別記様式18号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 地域資源型ビジネス促進 細目 多面的機能増進活動支援

内容

年度 目標 年度市町村名 事業主体名 現状

受益組織名 （直接支払交付金からの充当額） （　　　　　　　　　　　　　　円）

受
益
範
囲
の
状
況

現状 事業実施年 ２年目 目標年

農家数

合計

林家

樹園地
経営面積

その他

注３）「受益範囲の状況」欄は、「受益組織名」欄で記載した組織等の状況について記載する。

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

注２）「受益組織名」欄は、事業主体名（事業主体と管理主体が同一の場合）または管理主体名（事業主体と管理主体が異なる
　　　場合）を記載する。

多
面
的
機
能
増
進
活
動
整
備
計
画

林
地
等
再
生
活
用
整
備
計
画

広
場
等
施
設
整
備
計
画

整備項目
箇所名

(地番・地積)

直接支払協定での位置づけ 　□有（協定名：　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　□無

目　標
判断
項目整備・利用・活動内容 受益戸数

田

認定農業者数

普通畑
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戸

構成員等
　　　　　常時従事者

うち構成員 うち雇用者

人 人 人 人

目標

（　　　　　） （　　　　　）

現状

注１

注１

注１

注１

注１

注１

商品化等の内容
（特産品目名）

販売額

人

％

千円

人

％

千円

kg

千円

地
域
特
産
品
生
産
・
加
工
・
貯
蔵
・
販
売
施
設
等
整
備

地域資源（原材料名）

 原材料確保先仕入先

特産品販売先

近隣の同種施設との調整  □調整済　□調整中（調整先：　　　　　　　　　　　　）　□その他（　　　　）

 確保量、仕入量

％

kg

kgkg

 施設利用人数

別記様式19号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 地域資源型ビジネス促進 細目 地域資源活用支援

内容

年度 目標 年度

地域指定等 　□ 振興山村　□ 過疎地域　□ 離島地域　□ 特定農山村地域　□ 直接支払協定農用地を主な受益　□ その他

市町村名 事業主体名

事業類型 □地区支援  □やるき農家支援 直接支払制度実施集落名

現状

受益組織名 （直接支払交付金からの充当額） （　　　　　　　　　　　　円）

事業主体の
概要

※３戸未満
の農地所有
適格法人の

み記入

１　地域での役割

２　経営発展方向（地域資源活用等の取り組みを含め記載）

受
益
範
囲
の
状
況

区分
農家数（戸） 認定農

業者数

経営面積（ｈａ） 地域資源等の生産

農家 林家 その他 計 田 普通畑 樹園地 その他 計

高
付
加
価
値
作
物
等
導
入

現状

　導入種子種苗：□特産化作物母本　　□永年性　　　　　　　　　導入地：□遊休農地等　　□その他（　　　　　　）

千
円

千
円 注１

注１

導入作物等

選定理由

現在の取組
概要

生産額

面積・
規模

事業実施年 ２年目 目標年

千円

％

人人

％％

kg

目標年

kgkg

％

kgkgkgkg

貯蔵量

生産量

 うち組織内供給率

 うち組織内供給率

判断項目区分

判断項目

千
円

千
円

現状 事業実施年 ２年目

％

注１kg
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％ ％ ％ ％

千円 千円 千円 千円

％ ％ ％ ％

人 人 人 人

％ ％ ％ ％

千円 千円 千円 千円

％ ％ ％ ％

人 人 人 人

品目

 実施団体（委託先）等

イ
ン
シ
ョ
ッ

プ
等
開
設

区分

実施項目（情報受発信内容、出展販売産物内容等）

注１

注１

判断項目

注１

実施期間 区分

販売量

 うち組織内供給率

販売額

 うち組織内供給率

 直売等利用人数

実施項目 品　目

開発・研究機関（委託先）

地
域
特
産
品
流
通
・
販
売
促
進

区分

品　目 選定理由 調査・研究・開発内容方法

実施期間

現状 事業実施年 ２年目 目標年

販売量

 うち組織内供給率

販売額

注１

注１

（　　　　）

実施方法・内容

２年目 目標年 判断項目

注１

注１

注１

現状 事業実施年

注１

注１

作
物
導
入
実
験
・
特
産
品
開
発

現状 事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

（　　　　）

（　　　　） 注１

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

注２）「受益組織名」欄は、事業主体名（事業主体と管理主体が同一の場合）または管理主体名（事業主体と管理主体が異な
     る場合）を記載する。

注３）「受益範囲の状況」欄は、「受益組織名」欄で記載した組織等の状況について記載する。

事
業
推
進
体
制
図

注１

注１

 うち組織内供給率

 直売等利用人数
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人 人 人 人

( 人 ) ( 人 ) ( 人 ) ( 人 )

人 人 人 人

( 人 ) ( 人 ) ( 人 ) ( 人 )

～14 15～39 40～64 65～ 計

受
益
範
囲
の
状
況

区分
農家等数（戸）

就
業
促
進
施
設
整
備

現状

目標

 □リース工場
 ※該当の場合にチェッ
クし、枠内を記載する

 借受者名：

 リース期間：

　近隣の類似施設、
　事業者の状況

所在地 事業者

受益範囲の年齢別人数

農家 林家 その他 計

現状

生産内容

販売額

注１

（うち新規） 注１

就労者数

主な販売先

生産量

主な販売先

注１（うち新規）

生産内容

現状 事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

施
設
運
営
体
制
図

調整状況  □調整済　　□調整中（　　　　　　　　　　　　）　　□その他（　　　　　）

注１

注１

就労者数

販売額

生産量

生産内容

現状

受益組織名 （直接支払交付金からの充当額） （　　　　　　　　　　　　　　円）

注１

その他

整備項目 区分

別記様式20号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 定住促進 細目

内容 □就業促進施設整備　□定住環境整備　□若者定住住宅整備

注１

定
住
環
境
整
備

地域指定等 　□ 振興山村　□ 過疎地域　□ 離島地域　□ 特定農山村地域　□ 直接支払協定農用地を主な受益　□ その他

事業類型 □地区支援 直接支払制度実施集落名

年度 目標 年度市町村名 事業主体名

利用戸数・回
数・人数等

判断
項目

現状

目標

整備項目 箇所 区分 現状と整備活用計画

注１目標
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戸 戸 戸

戸 戸 戸

戸 戸 戸

戸 戸 戸

戸 戸 戸

戸 戸 戸

現状

現状

定
住
環
境
整
備

若者優先入居戸数　D

建築戸数　C

区分

 賃貸住宅計

公営住宅

施設区分 現状Ａ 目標年Ｂ

補助対象事業費

Ｅ×（Ｄ/Ｃ）

注１

注１

注３）「受益範囲の状況」欄は、「受益組織名」欄で記載した組織等の状況について記載する。

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

若
者
定
住
住
宅
整
備

農林漁家優先入居の具体的方法（募集・運営）等

注２）「受益組織名」欄は、事業主体名（事業主体と管理主体が同一の場合）または管理主体名（事業主体と管理主体が異なる
　　　場合）を記載する。

 特定公共賃貸住宅

民間住宅

特
定
公
共
賃
貸
住
宅
整
備
計
画

全体事業費
当該年度事業費

Ｅ

目標
注
１

整備項目 箇所 区分 現状と整備活用計画
利用戸数・回
数・人数等

判断
項目

事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

不足戸数Ｂ－Ａ

目標
注
１
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注１）「主要作物等の生産販売状況」欄の生産方式は、例えば、水稲の場合は普通栽培、特別栽培米等、切り花の場合は、
　　　露地、施設のように記載する。
注２）「申請者の主な経歴」欄における役職・役員等については、○○年～○○年○○委員会のように記載する。
注３）「主要作業受託」欄は、例えば、田植○ｈａ、刈取○ｈａのように記入する。

取
組
内
容

取組の区分 該当作物 取組の計画

 □認証農産物栽培
 □新規導入作物
 □生産方法の改善
 □その他

経
営
農
地
面
積
等
の
拡
大
計
画

区分 田 普通畑 樹園地 草地

目
標

所有地

借入地

生産方式

生産規模

その他
（　　）

　耕作放棄地等
主要作業受託

　の活用 活用状況

（　　　歳）

計

内容

その他

細目

住所

別記様式21号

令和 年度新潟県農林水産業
総合振興事業（やるき農家附表）

種目

農業従事年数　　　　　　年　　　　　　　　　　研修受講　　　　　　　年

役職・役員等

販売額（千円）

申
請
者
の
農
業
経
営
等
の
現
況

申請者の
主な経歴

申請者 氏名

主要作物等
の生産販売

状況

作物等名

申請者の
位置付け

 □農業経営基盤強化促進法第１２条に基づく農業経営改善計画認定者
 □特定農山村法第５条に基づき「農業経営の改善及び安定のための計画」を作成し、認定された農業者
　の組織する団体の構成農業者
　　　　（認定計画の団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 □中山間地域担い手団体

労働力構成
（従事日数）

　

 [　　]　　　　日　　　　[　　　]　　　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　計　のべ　　　　日

現
状

所有地

計

借入地

計
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( ) ( ) ( ) ( )

回 回 回 回

回 回 回 回

回 回 回 回

回 回 回

人 人 人

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

判断項目

多目的施設利用
計画(３つ以上)

□生活ｺﾐｭﾆﾃｨ活動　　□農林漁業生産ｺﾐｭﾆﾃｨ活動　　□伝統文化継承活動　　□地域景観保全活動
□地域活性化活動　　□消費者との交流活動　□その他農山漁村の活性化に資する活動

施
設
整
備
・
基
盤
整
備
等

具体的利用方法
（交流内容）

利用計画
注１

注１

合計 受益者の同意数 農山漁村滞在型余暇活動法による
計画策定（見込み）年度

年

本事業を含めての地域
のグリーン・ツーリズ
ム将来構想

戸 戸 戸

％ ％

注１

別記様式22号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 ふれあい・グリーン・ツーリズム促進

内容
□グリーン・ツーリズム推進対策　□景観整備　□ふれあい空間整備
□農林漁業体験宿泊施設等整備　□伝統文化等保存活用施設等整備

年度 目標 年度

地
区
要
件

景観整備・ふれあい空間整備 農林漁業体験宿泊施設等整備

受
益
戸
数

農林漁家 非農林漁家

市町村名 事業主体名 現状

人 人 注１

R　年 R　年 R　年 R　年

判断
項目

実施主体 具体的活動内容
実施
時期

現状 事業実施年 ２年目 目標年
内容 項目

□意識啓
発活動

回数

参加人数
(配布部
数)

人 人

人 人 人 人 注１

人 人 人 人 注１

推
進
事
業

項目 目標年

□宣伝推
進活動

□研修等
推進活動

回数

参加人数
(配布部
数)

回数

参加人数
(配布部
数)

注１

事業実施年

注１

２年目

利用計画の
内訳概要

冬(12～2月)

秋(9～11月)

夏(6～8月)

春(3～5月)

人数

回数
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　　（農山漁村滞在型余暇活動法による計画策定(見込み)の状況など）

＜参考様式10＞
○○地域　グリーン･ツーリズム構想

市町村名：

　目標１：
　目標○：

２．テーマ及び目標設定の考え方

　②地域グリーン･ツーリズムの現状と課題及び今後の展開方向

　③本構想における県単事業計画及び事業主体となるNPO法人の位置づけ

　①地域の概要

１．地域グリーン･ツーリズムのテーマと目標

テーマ

３．本構想及び県単事業計画の地域住民への周知方法

４．地域住民からの意見の配慮状況

５．その他特記事項
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（ ） （ ）

ha ha

人 人

ha ha

人 人

（ ） （ ） （ ） （ ）

％

％

％

％

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

年度
備考

箇所等

面積

入込人数

区分

入込人数

面積

箇所等

現状

年度

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

※「事業の導入（稼働）計画」欄の施設等の名称は、事業の導入に関連する既存施設・機械及び導入事業名(導入年度)等を
記載し、新規に導入する施設等については利用方法を記載する。

市
町
村
等
の
施
設
概
要

森林総合利用施設
の名称

施設等の計画

施設等の名称 規格・構造 必要数量 既設数量 計画数量 導入事業名又は利用方法

使用期間 注１

利用人数

注１

注１

その他

注１

注１

別記様式23号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 森林総合利用促進 細目

内容

年度 目標 年度市町村名 事業主体又は借受者名 現状

工種・種別等

構造・規格等

数量(　　)

区分
年度

現状 事業実施年 ２年目 目標年 比率

年度 年度 年度 目標/現状

数量(　　)

構造・規格等

数量(　　)

構造・規格等

数量(　　)

※「事業の全体計画」欄は、他の関連する事業および将来構想がある場合、当該事業計画を含め記載する。

事
業
の
全
体
計
画

構造・規格等

注１

現状 事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

注１

注１

使用期間

利用人数

その他

注１

事
業
導
入
に
係
る
利
用
（

稼
働
）

計
画
等

注１

使用期間 注１

利用人数 注１

その他

区分施設等利用内容

その他

利用人数

使用期間
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戸

判断
項目

人 注１

（ ） （ ） （ ） （ ）

ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ｔ ｔ ｔ ｔ

％ ％ ％ ％

ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

ha ha ha ha

ｔ ｔ ｔ ｔ

千円 千円 千円 千円

判断
項目

判断
項目

千円 ① 千円 千円 千円 ② 千円 注１ ％

千円 ③ 千円 千円 千円 ④

千円 ⑤ 千円 千円 千円 ⑥

千円 ⑦ 千円 千円 千円 ⑧ 千円 ％ 注１

年度 年度
作目・品目 項目

園芸
等複
合化

現状

合計

複合化部門

多角化部門

主要部門

作付面積

生産量

作付面積

売上
額

生産量

販売額

販売額

６次
化等
多角
化

作目・品目 項目 現状 事業実施年 ２年目 目標年

ｔｔｔｔ

生産量

作付面積

販売額

生産量

生産量

販売額

生産量

原
材
料
使
用
割
合

自らが栽培等した農産物及び地域
内農業者等が栽培した農産物①

 農産物総取扱量②

 地域内原材料使用割合③＝①/②

品目名：

販売額

生産量

作付面積

作目・品目 項目 現状 事業実施年 ２年目 目標年

経営体等(事
業主体)の概

要

１　地域での役割

２　経営発展方向(多角化・複合化等の取り組みを含め記載)

作付面積

販売額

現状

生産量

主
要
部
門

年度 年度

経営改善計画認定年月

別記様式24号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 多角化・複合化経営発展支援 細目

内容 □６次化等多角化　□園芸等複合化

年度 目標 年度市町村名 事業主体又は借受者名 現状

構成員等 人 常時従事者

人

　年　月 ６次産業化計画作成年月 　年　月 営農類型

人

既雇用者 新規雇用者

うち過去2年以内の雇用 雇用予定人数 雇用予定時期

販売額

人 　年　月

作付面積

生産量

販売額

販売額

注１)「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

留意事項
・「うち過去2年以内の雇用」の欄には、前２年度以内の雇用人数を記載
・「新規雇用者」は、年度内の雇用について記載

事業実施年 ２年目 目標年 増減 割合

事業実施年 ２年目 目標年

0

項目

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

％
(④+⑥)

/
(③+⑤)

0 千円

④-③
+⑥-
⑤

注１

⑧-⑦

②-①

⑧/⑦

②/①

0
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（ ） （ ） （ ）

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

ha ha ha

ｔ ｔ ｔ

区分事
業
主
体
等
の
現
状
及
び
目
標

合計

区分 用途・品種名

極早生

中生

晩生

注１

注１

注１加工・輸出・米粉用米…⑦

その他水稲…⑧

作業受託面積合計…⑨
（⑨=⑦＋⑧）

延べ作業面積…⑩
（⑩=⑤+⑨）

ha ha

作業面積

ha ha ha

ha ha ha
加工・輸出・米粉用米での
作業面積…⑪　（⑪＝③＋⑦）

作業受託
面積

ha ha ha

ha ha ha

ha

作付面積・
生産数量
等

主食用コシヒカリ…①

主食用米（コシヒカリ以外）…②

加工・輸出・米粉用米…③

③以外の非主食用米…④

水稲合計…⑤
（⑤=①+②+③+④）

非主食用米全体の合計…⑥
（⑥＝③＋④）

ha ha ha

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

既存施設

育苗施設 乾燥調製施設

施設数
処理能力計
(箱)

施設数
処理能力計
(ﾄﾝ)

早生

実施年現状

作付面積（ha）

目標年

 米以外の国交付金作物

注１

ha ha 注１

加工・輸出・米粉用米の60kg当たり生産費

 導入機械・施設利用面積

現状 事業実施年 目標年

目標

備考

円 円 円

年度 年度 年度
判断項目

別記様式25号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 多様な米づくり推進総合支援 細目

内容

年度市町村名 事業主体又は借受者名 現状 年度

作付比率（％） 作業受託面積（ha）

現状 実施年 目標年 現状 実施年 目標年
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（ 年 度 ） （ 年 度 ） （ 年 度 ）

注５） 別紙として計算根拠資料（任意様式）を添付すること。

注１） 組織において経理一元化でない場合は、代表的な担い手３名の生産費とその平均について、それぞれ別
葉に記載すること。

注２） 達成状況報告の際には、「実績」欄も記入する。
注３）

注４） 「削減額」の「金額（円）」欄には、現状からの削減額（現状生産費－目標（実績）生産費）を、「う
ち該当項目」欄には、●を記載した費目の削減額の合計を記載する。また、「金額(円）」の右の「構成
（％）」には、それぞれの削減率（現状生産費に対する削減額の割合）を記載すること。

本事業により低減が見られる費目について、「該当項目」欄に●を記載し、「内容」欄には、当該施設
等の整備によりどのようにコストが低減されるか、その具体的な内容を記載すること。

労働時間 hr - hr - hr -

うち該当項目

削減額

60kg当たり生産費
（10aあたり全算入生産
費と収量から算出）

収　　量 kg - kg - kg -

全算入生産費

自作地地代

自己資本利子

支払利子・地代算入生産
費

支払地代

支払利子

生　産　費　合計
（費用合計－副産物価

額）

100%

副産物価額

費用合計
（物財費＋労働費）

100% 100%

労　働　費

生産管理費

農 機 具 費

建　物　費

物件税及び公課諸負担

賃借料及び料金

土地改良及び水利費

その他諸材料費

光熱動力費

農業薬剤費

肥　料　費

種　苗　費

物　財　費

＜参考様式11＞

非主食用米多収コスト低減実現計画

組織又は経営体（リース対象者）名： 事業実施申請年度

金額
（円）

構成
（％）

金額
（円）

構成
（％）

該当
項目

内容

※１　加工用米・輸出用米・米粉用米について、複数品種の取組がある場合は品種ごとに作成の上、各品種の作
付面積により加重平均し、全体平均を算出する。

※２　目標年において60kgあたり生産費が9,600円以下に低減するか、既に達成している場合は60kgあたり生産費
を現状より５％以上低減する目標となっていること。

10
a
当
た
り
コ
ス
ト
の
低
減
計
画
又
は
実
績

費　目　等

計画時の現状 目　　　　標 実　　　　績 本事業により取り組む
内容及びその効果

金額
（円）

構成
（％）
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（ ） （ ） （ ） （ ）

戸 戸 戸 戸

項目

被害面積 被害金額

別記様式26号（鳥獣被害対策）

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 鳥獣被害対策・利活用促進 細目

内容 □鳥獣被害防止施設整備　　　□ICT等を活用した鳥獣被害防止機械整備

鳥獣被害
対策の取
組計画

現状 目標

市町村名

受益地区
の生産計

画

農家戸数

その他

受益地区
の現状及
び目標 注１

生産量

年度 目標 年度

被害品目

受益地区
の農産物
生産及び
被害の現

状

作付品目及び生産量 野生鳥獣類による被害面積、被害金額及び被害品目

作付品目

事業主体名 現状

加害鳥獣

注１

現状 事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

注１

項目

対策ほ場における鳥獣被害金額

対策ほ場における鳥獣被害量

対策ほ場における生産量

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

導入施設
等の利用

計画

導入施設等名（構造・規模） 選定理由 導入施設等による取組概要

現状 事業実施年 ２年目 目標年

年度 年度 年度 年度

樹園地

普通畑

田

作付面積
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（ ） （ ） （ ） （ ）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

年度
加害鳥獣名 判断項目

注１

販売額 注１

注１

販売額

主な販売先

販
売
計
画

合計
販売量 注１

販売額 注１

販売量

販売量 注１

販売額 注１

主な販売先

販売量 注１

販売額 注１

主な販売先

注１

主な販売先

販売額

販売量

鳥獣・部位名 項目

販売量

主な販売先

現状

注１

事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

注１

別記様式27号（鳥獣肉利活用）

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 鳥獣被害対策・利活用促進 細目

内容 □処理加工施設整備　　　□処理加工機械整備

年度 目標 年度

主な捕獲
エリアに
おける鳥
獣被害対
策の取組

計画

現状 目標

市町村名 事業主体名 現状

主な捕獲
エリアに
おける農
作物被害
の現状

加害鳥獣名 被害品目 被害量 被害金額 被害状況

目標年

注１

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

捕獲量

捕獲計画

処理担当責任者氏名

現状 事業実施年 ２年目

年度 年度 年度

加工担当責任者氏名

販売担当責任者氏名

注１

注１

主な捕獲者
※６名程度記載
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＜参考様式12＞

◆捕獲～利活用

捕獲頭数 利活用頭数 利活用率 捕獲頭数 利活用頭数 利活用率

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!

0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0!

◆利活用～販売（現状）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

合計 0

◆利活用～販売（目標）

0 0 ※ セルのみ記載ください。

0 0 ※ 適宜、行を足してください。

0 0 ※ 根拠となる資料や参考となる資料が

0 0 あれば、添付してください。

0 0

0 0

合計 0

鳥獣の捕獲・利活用・販売計画

捕獲獣種 捕獲者名 年齢
主な捕獲
エリア

捕獲の種類
（銃・わな）

捕獲実績（現状） 捕獲目標（令和　　年度）

小計

小計

合計

利活用獣種
販売に供す

る
部位名

歩留
（kg／頭）

販売量
（利活用量）
（kg）

販売単価
（円／kg）

販売額
（円）

主な販売先

利活用獣種
販売に供す

る
部位名

歩留
（kg／頭）

販売量
（利活用量）
（kg）

販売単価
（円／kg）

販売額
（円）

主な販売先
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合計

県
内
畜
産
農
家
へ
の
飼
料
供
給
目
標

単位：戸、トン
判断
項目

畜
種

畜
種

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

事
業
目
標

単位：ha、現物トン
判断
項目

現状（R　年） １年目（R　年） ２年目（R　年）

飼料作物生産量 注1

合計

供給
量

注1

現状（R　年） １年目（R　年） ２年目（R　年） ３年目（R　年）

戸数 注1

飼料作物栽培・収穫・
調製作業面積(ha)

注1

うち作業受託 注1

３年目（R　年）

栽
培
・
収
穫
・
調
製
に
係
る
機

械
・
施
設

飼料作物作付面積
(ha)

注1

家畜ふん堆肥散布面
積

注1

混合飼料生産量 注1

別記様式28号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 みどりの飼料作物水田活用支援 細目

内容

経産牛(頭) 繁殖牛(頭) 肥育牛(頭)

事
業
主
体
又
は
借
受
者
の

経
営
現
状
概
要

飼料作物
作付面積(ha)

市町村名

栽培面積
飼養頭数

事業主体又は借受者名 年度 目標 年度

飼料作物
収穫・調製

作業面積(ha)

乳用牛 肉用牛

現状

年間飼料作物
供給量
(t)

その他特記事項
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・

・

・

・

リース補助

事業区分

５　機械導入計画

年度 機械名

補助

備考

リース

リース

補助 リース

補助

能力 台数 導入予定者

農家名 畜　種 備考
現状

年間供給量（現物トン）

目標年 現状 目標年
飼育頭数

飼料の種類

４　畜産農家への供給計画 ※畜産農家が複数の場合は個別に記載願います。

散布面積(a) 散布量(t)
備　　　　考

現状 目標年 現状 目標年

うちその他(　　　　　)

作目

３　家畜ふん堆肥散布計画

うち飼料用とうもろこし

うち飼料用ソルガム

うち牧草(　　　　　)

うち飼料用米

備　　　考

水田利用延べ面積（ha）

作　　目
R　　年度
(現状）

R　　年度
(１年目）

R　　年度
(２年目）

R　　年度
(３年目）

うち稲ＷＣＳ

１　飼料作物生産・利用拡大に向けた体制及び高収益化の
　取組計画

※事業推進体制図及び取組内容を記載してください。

２　飼料作物等による水田利用拡大計画

＜参考様式13＞
飼 料 作 物 水 田 活 用 計 画

事業主体（または借受者）名　：
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（ ） （ ） （ ） （ ）

スマート
農業技術
による環
境負荷低
減のため
の取組

取組内容

効果

細目 みどり園芸スマート産地形成支援

目標年
判断項目

年度 年度

年度 目標 年度市町村名 事業主体名 現状

受益者に
おける対
象品目の
生産計画

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、導入機械の使用目的に応じて、各項目の要否とともに判断項目に
「●」、判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

区分
現状 事業実施年 ２年目

データ利用者数

注１

栽培農家数

単位面積当たり労働時間

ス
マ
ー

ト
農
業
技
術
定
着
の
た
め
の
取
組

対象品目

注２）国・県等の事業を活用する場合は事業名を記載すること。

別記様式29号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 スマート技術導入加速化支援

内容

栽培農家数

注１

単収 注１

年度 年度
品目名

受益戸数

取組内容

関連事業　※注２

合　計

取組実施計画

活動内容・方法 時期 規模・人数 事業費（千円）

注１

　うち作業受託面積 注１

注１

注１

単収 注１

注１

データ利用者数

出荷量

注１

注１

　うち作業受託面積 注１

　機械利用面積

販売額 注１

機械利用人数

　機械利用面積

出荷量

機械利用人数

注１

単位面積当たり労働時間

販売額

注１

注１
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別記様式30号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 スマート技術導入加速化支援 細目 中山間地域スマート技術導入支援

内容

年度 目標 年度

地域指定等 □ 振興山村　□ 過疎地域　□ 離島地域　□ 特定農山村地域　□ 直接支払協定農用地を主な受益　□ その他

市町村名 地区名 現状

樹園地 その他 受託地 計田 普通畑

オペレー
ター

経営面積（ｈａ）

主業 準主業 副業的 計
区分

農家数（戸） うち認定
農業者数

目標

現状

１　地域での役割

２　経営発展方向（スマート農業技術の活用等の取り組みを含め記載）

導入する
機器の利
用計画

機器等の種類 区分
現状年

（　　年）
計画年

（　　年）
２年目

（　　年）

事業主体
の概要

事業主体名

その他
（家畜等）

目標年
（　　年）

判断項目

機器利用面積(ha) 注１

（　　　） （　　　） （　　　）

身体作業強度

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

（うち急傾斜） （　　　） （　　　） （　　　） （　　　）

耕作（受益）面
積(ha)

事業推進
体制図

（現状比） （　　　） （　　　） （　　　）

（うち急傾斜）

注１

労働時間（h/10ａ） 注１

（　　　）
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（ ） （ ） （ ） （ ）

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

－ ha ha ha

－ ha ha ha

（ ） （ ） （ ） （ ）

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

％ ％ ％

（ ） （ ） （ ） （ ）

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

単位 単位 単位 単位

％ ％ ％

（ ） （ ） （ ） （ ）

単位 単位 単位 単位

ha ha ha ha

円 円 円 円

％ ％ ％

【作業名】

２年目

判断項目

判断項目

項目
現状 事業実施年 ２年目

注１

油種燃油使用量の低減が図られる具体的な取組

【作業名】

注１）

注１

年度

対象作物等

年度

年度 注１）

□燃油使用量低減　　□電気使用量低減　　□肥料費低減

年度

経営の状
況

項目

経営面積

作付面積

作業受託

導入施設・機械の
利用面積

省エネルギー対応農業生産条件整備支援細目省エネルギー対応条件整備支援

事業実施年 ２年目 目標年

種目

内容

事業主体又は借受者名 目標 年度

合　計

自作地

現状
年度 年度     年度 年度

【作業名】

【作目等】

【作目等】

【作業名】

借入地

別記様式31号

令 和 年 度 新 潟 県 農 林 水 産 業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

低減率

目標年
年度

項目
現状

単位単位 単位

市町村名 現状

年度

燃油使用量

対象面積等燃油使用
量低減計

画

－

－

事業実施年

現状燃油使用量の算出方法(※２)

電気使用
量低減計

画

対象作物等

肥料費 注１

目標年

肥料費低
減計画

対象作物等 肥料費の低減が図られる具体的な取組

注１）

対象面積 注１

年度 年度

　注１）「判断項目」欄には、別紙「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目
       に「○」を記載すること

円/10a 円/10a 円/10a面積あたり肥料費

現状肥料費の算出根拠(※２)
目標肥料費の算出方法(※３)

円/10a 注１

低減率(※１) 注１

※１）低減率の算出：肥料費低減率＝（１－目標肥料費÷現状肥料費）×１００　※小数第３位切り捨て(小数第２位まで)
※２）現状肥料費：原則直近３ヶ年平均の肥料費から算出すること
※３）目標肥料費：直近の肥料価格表等から算出すること

既存機械等の概要

現状電気使用量の算出方法(※２)
目標電気使用量の算出方法(※３)
※１）低減率の算出：低減率＝(１－目標電気使用量÷現状電気使用量）×１００　※小数第３位切り捨て(小数第２位まで)
※２）現状電気使用量：原則直近３ヶ年平均により算出すること
※３）目標電気使用量：現状からの低減の考え方をカタログ等の資料をもとに算出すること。

経営面積 注１

電気使用量 注１

単位 単位 注１

低減率

対象面積等 注１

項目
現状 事業実施年 ２年目 目標年 判断項目

年度 年度

注１

面積等あたり使用量 単位 単位

経営面積 注１

経営面積 注１

電気使用量の低減が図られる具体的な取組

目標燃油使用量の算出方法(※３)
※１）低減率の算出：低減率＝(１－目標燃油使用量÷現状燃油使用量）×１００　※小数第３位切り捨て(小数第２位まで)
※２）現状燃油使用量：原則直近３ヶ年平均により算出すること
※３）目標燃油使用量：現状からの低減の考え方をカタログ等の資料をもとに算出すること。

単位

注１

注１

面積等あたり使用量
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（ ） （ ） （ ） （ ）

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

現状のエネルギー使用量の
算出方法

目標年のエネルギー使用量
の算出方法

管
理
運
営
方
法

市
町
村
と
の
協
議

内
容
・
意
見

※１　現状の使用量は原則直近３か年実績の平均とすること

※２　達成状況報告の数値には削減率を用いる（例．現状60分→目標30分　削減率50％）

単位

注１

％ ％ ％

事
業
に
よ
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

計
画

取組内容

単位 単位 単位

現状※１ 事業実施年 ２年目

単位 単位 単位 単位

注１

％ ％

削減率※２ 削減率 削減率

％

判断項目
年度 年度 年度 年度

使用量 使用量 使用量 使用量

―

目標年

事業主体
内訳

地
区
漁
業
の
経
営
対
数

海　面　漁　業 内水面漁協

区分
底
曳
網

刺
網

釣
・
延
縄

小
型
定
置

養　殖

計錦
鯉

食
用
鯉

ニ
ジ
マ
ス
類

そ
の
他

受益内訳

内容

年度

その
他

計

サ
ケ
マ
ス
孵
化

放
流

別記様式32号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 省エネルギー対応条件整備支援 細目 水産施設等省エネルギー対策整備支援

大
型
定
置

採
貝

採
藻

養
殖

年度 目標市町村名 事業主体 現状
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（ ） （ ） （ ） （ ）

人 人 人 人

人 人 人 人

％ ％ ％ ％

注１

法面保護植物を植栽した農家率

共
通

市町村名 事業主体又は借受者名 現状

環境保全
型農業取
組計画

％ ％

判断項目
事業実施年 ２年目

％

年度 目標 年度

別記様式33号
種目 環境保全型農業支援令和 年度新潟県農林水産業

総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目

内容

環境保全促進

□省力的な雑草管理（推進費）　□土づくり・環境負荷軽減（施設・機械整備）

除草
剤を
使用
しな
い省
力的
な雑
草管
理計
画

目標年

計画現状

ha ha

ha ha

注１

ha雑草管理機による畦畔管理計画

現状 事業実施年 ２年目

ha

設置場所

増殖
ほの
設置

具体的な内容（場所、方法、時期等）

項目

項目 内容（品種、面積等）

注１

判断項目目標年
農業
者の
同意
状況

同意率

事業実施地区における農業者数

同意した農業者数

除
草
剤
を
使
用
し
な
い
省
力
的
な
雑
草
管
理

ha

％

法面
保護
植物
導入
のた
めの
理解
促進
活動

推進
体制

法面保護植物等による除草剤を使
用しない雑草管理による水田面積

展示
ほの
設置

ha

年度 年度 年度 年度
項目

現状
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ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

□

□

□

□

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha

ha ha ha ha 台

ha ha ha ha 台

ha ha ha ha 台

ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha

ha ha ha ha ha

目標年

注１

注１

注１

注１

注２）特別栽培農産物等面積は、①JAS法に基づく有機農産物栽培面積、②県特別栽培農産物認証面積、③国の特別栽培農産物
　　　ガイドラインに基づく栽培面積。

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

判断項目

注１

作物
生産
計画

面積

うち特別栽培農産物等面積(注３)

注１

現状 事業実施年 ２年目 目標年項目事業対象作物名

うち特別栽培農産物等面積(注３)

面積

面積

うち特別栽培農産物等面積(注３)

注１

注１

 農薬低減技術（防除機の場合、下記詳細を記載）

 土づくり技術（下記詳細を記載）

合計
面積

具体的な内容

化学肥料低減技術

うち特別栽培農産物等面積(注３)

注１

判断項目

注１

導入
技術
内容

導入機
械・施
設の利
用面積

現状 事業実施年 ２年目 目標年

技術区分

 その他技術（防除機の場合、下記詳細を記載）

合計土
づ
く
り
計
画

堆
肥
等
施
肥
計
画

現状 事業実施年 ２年目 目標年

地区

市町村

注１

機械・施設名

注１

２年目

堆厩肥の種類及び入手先等
堆肥施用面積

判断項目作物名

稲
わ
ら
利
用
状
況

現状 事業実施年

地区

項目

秋すき込み

収集

焼却

地区
水稲作付面積

地区

市町村

防除機の整備状況

防除機名

防除面積

市町村

台数

市町村

項目

共同防除

個人防除

合計

現状 事業実施年 ２年目 目標年

合計

判断項目

注１

Ｒ　年 Ｒ　年

実面積

延べ面積

実面積

導
入
防
除
機
に
よ
る
防
除
計
画

実施時期

実面積

延べ面積

Ｒ　年 Ｒ　年 Ｒ　年作物名

実施時期

実施時期

区分

防
除
等
実
施
計
画

土
づ
く
り
・
環
境
負
荷
軽
減

延べ面積

備考

病
害
虫
防
除
形
態

注１

注１
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事
業
計
画

経産牛頭数

労
働
時
間
の
短
縮
計
画

乳用牛

経産牛(頭)

導入機械装置

導入機械装置

導入機械装置

単位：時間
判断
項目

注1

注1

注1

生乳生産量 注1

家
畜
飼
養

管
理
機
械

装
置

単位：ﾄﾝ、頭

（R 年） （R

判断
項目

１年目

搾
乳
関
係

機
械
装
置

飼
料
関
係

機
械
装
置

現状

その他特記事項
飼料給与に係る機械

装置の保有状況
家畜飼養管理に係る
機械装置の保有状況

（R 年） （R 年）

２年目 ３年目

（R 年）

現状の搾乳方法

年）

注1

３年目現状 １年目 ２年目

年） 年） （R

注１）「実績報告項目・達成率判断項目一覧」に基づき、判断項目に「●」判断項目以外の報告項目に「○」を記入すること。

年）

別記様式34号

令和 年度新潟県農林水産業
総 合 振 興 事 業 個 別 表

種目 酪農省力化機械の導入支援

内容

飼養頭数

年度 目標 年度

事
業
主
体
又
は
借
受
者

の
経
営
現
状
概
要

市町村名 事業主体又は借受者名 現状

（R

（R
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３　目標達成のための具体的な行動計画

２　省力化及び飼料自給率向上に向けた目標 　※　必要に応じて図、表を記載

＜参考様式14＞
省力化機械の導入計画兼飼料自給率向上計画

事業主体（または借受者）名　：

１　生乳生産量と労働負担の現況及び自給
　飼料の生産及び利活用の現況
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